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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期連結
累計期間

会計期間
自2020年４月１日
至2020年12月31日

売上高 （百万円） 17,644

経常利益 （百万円） 1,602

親会社株主に帰属する四半期純利益 （百万円） 1,089

四半期包括利益 （百万円） 1,528

純資産額 （百万円） 24,455

総資産額 （百万円） 35,641

１株当たり四半期純利益 （円） 136.07

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 （円） -

自己資本比率 （％） 68.6

 

回次
第62期

第３四半期連結
会計期間

会計期間
自2020年10月１日
至2020年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 65.51

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前第３四半期連結累計期間

及び前連結会計年度の主要な経営指標等については記載しておりません。

５．第62期第１四半期連結累計期間より金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。
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２【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社１社、非連結子会社１社で構成され、当社は建設業法により、特定及び一般建

設業者として国土交通大臣許可を受け、ビルディングオートメーション及びファクトリーオートメーション等自動制

御システムの設計・施工等及び自動制御機器類の販売並びにこれらに関連する事業を行っております。

 

当社グループの事業は、空調計装関連事業と産業システム関連事業とに区分され、その内容は次のとおりでありま

す。

なお、次の事業は「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一で

あります。

また、第１四半期連結会計期間より「産業計装関連事業」から「産業システム関連事業」にセグメント名称を変更

しております。この報告セグメントの名称変更がセグメント情報に与える影響はありません。

 

（空調計装関連事業）

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む空調計装関連事業の事業内容について、重要な変更はあ

りません。

なお、株式取得により子会社となったＮＤテック株式会社は、重要性の観点から非連結子会社としております。

 

（産業システム関連事業）

産業システム関連事業における主要な関係会社の異動としましては、事業譲受の完了に伴い、第１四半期連結会計

期間よりジュピターアドバンスシステムズ株式会社を連結の範囲に含めています。

産業システム関連事業は、主に工場、各種搬送ライン向けの計装工事や各種自動制御工事を手掛け、中でも食品工

場の生産、搬送ライン向けには、産業用ロボットを中心とした各種ＦＡ機械の据付、保守及び連結子会社であるジュ

ピターアドバンスシステムズ株式会社を通じた生産管理システムの販売、保守等を事業展開しております。

そのほか「制御機器類販売」として調節計、流量計、工業用バルブ等の制御機器類を販売しております。

 

事業の系統図は次のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間及び前連

結会計年度末との比較分析は行っておりません。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策を講じながら、

社会経済活動のレベルを段階的に引き上げていく中で持ち直しの動きがみられるものの、足下では感染が再拡大し

ており、依然として先行き不透明な状況が続いています。

建設業界におきましては、公共投資は関連予算の執行もあり底堅い推移が続き、民間設備投資は、首都圏を中心

とした都市部の再開発が続きました。

このような状況下にあって当社グループは、空調計装関連事業の新設工事においては、「既設工事に繋がる物件

の受注」、空調計装関連事業の既設工事においては、「提案型営業および地域特性に応じた事業戦略推進」、産業

システム関連事業においては、「顧客別戦略強化および企業グループとしての業容拡充による受注拡大」を対処す

べき課題として掲げ、事業展開してまいりました。

経営成績につきましては、当第３四半期連結累計期間における当社グループ業績は、受注高は28,172百万円、売

上高は17,644百万円、営業利益は1,521百万円、経常利益は1,602百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は

1,089百万円となりました。

また、当社グループは産業システム関連事業の事業領域拡大に向けた取り組みとして、食品工場向け生産管理シ

ステムの構築を行うジュピターアドバンスシステムズ株式会社を2020年４月１日に連結子会社といたしました。今

後、同社との連携を図り、主に食品工場における領域拡大を見込んでおります。

なお、当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中

しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計

期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、新設工事において、事務所及び研究施設向け物件、並びに宿

泊施設向け物件等が増加し、既設工事において、工場向け物件等の減少があったものの、24,258百万円となりまし

た。内訳は、新設工事が8,955百万円、既設工事が15,302百万円でした。

完成工事高は、新設工事において、事務所及びデータセンター向け物件、並びに研究施設向け物件等が増加、既

設工事においては工場向け物件等の減少があったものの、14,510百万円となりました。内訳は、新設工事が6,787

百万円、既設工事が7,723百万円でした。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、223百万円となりました。

総じて、空調計装関連事業の受注高は24,481百万円、売上高は14,734百万円となりました。

〔産業システム関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けの計装工事、各種自動制御工事及び食品工場向けの生産管理システムの構築等を

行う産業システム関連事業につきましては、受注工事高は、工場設備における機器・システム更新及び設備工事等

が順調に推移し、3,392百万円となりました。

完成工事高は、地域冷暖房関連設備の計装工事及び工場設備における機器・システム更新等が順調に推移し、

2,611百万円となりました。

また、制御機器類販売の受注高及び売上高は、298百万円となりました。

総じて、産業システム関連事業の受注高は3,690百万円、売上高は2,909百万円となりました。

なお、第１四半期連結会計期間より「産業計装関連事業」から「産業システム関連事業」にセグメント名称を変

更しております。
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(2）財政状態の分析

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における総資産は35,641百万円となりました。

流動資産は23,421百万円となりました。主な内訳は、有価証券6,064百万円、未成工事支出金7,104百万円であり

ます。また、固定資産は12,220百万円となりました。主な内訳は、投資有価証券7,786百万円であります。

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は11,185百万円となりました。

流動負債は10,100百万円となりました。主な内訳は、未成工事受入金5,802百万円であります。また、固定負債

は1,085百万円となりました。

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は24,455百万円となりました。主な内訳は、利益剰余金23,234百万

円であります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、77百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2020年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2021年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります。

計 8,197,500 8,197,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額

（百万円）
資本準備金残高
（百万円）

2020年10月１日～

2020年12月31日
－ 8,197,500 － 470 － 316

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(2020年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。
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①【発行済株式】

    2020年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 191,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,003,600 80,036 －

単元未満株式 普通株式 2,300 － －

発行済株式総数  8,197,500 － －

総株主の議決権  － 80,036 －

 

②【自己株式等】

    2020年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社
東京都墨田区両国

2-10-14
191,600 － 191,600 2.33

計 － 191,600 － 191,600 2.33

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、191,604株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、当社は第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結累計期間

及び前連結会計年度末との比較分析は行っておりません。

 

(2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更しまし

た。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から2020

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

 （単位：百万円）

 
当第３四半期連結会計期間

(2020年12月31日)

資産の部  

流動資産  

現金預金 4,663

受取手形・完成工事未収入金等 ※ 2,038

電子記録債権 ※ 2,772

有価証券 6,064

未成工事支出金 7,104

その他のたな卸資産 43

その他 735

貸倒引当金 △0

流動資産合計 23,421

固定資産  

有形固定資産 1,068

無形固定資産 1,295

投資その他の資産  

投資有価証券 7,786

その他 2,079

貸倒引当金 △8

投資その他の資産合計 9,856

固定資産合計 12,220

資産合計 35,641

負債の部  

流動負債  

支払手形・工事未払金等 2,918

未払法人税等 20

未成工事受入金 5,802

完成工事補償引当金 55

工事損失引当金 8

その他 1,294

流動負債合計 10,100

固定負債  

退職給付に係る負債 458

資産除去債務 75

その他 551

固定負債合計 1,085

負債合計 11,185

純資産の部  

株主資本  

資本金 470

資本剰余金 319

利益剰余金 23,234

自己株式 △374

株主資本合計 23,650

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 827

退職給付に係る調整累計額 △22

その他の包括利益累計額合計 805

純資産合計 24,455

負債純資産合計 35,641
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：百万円）

 
当第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

売上高 17,644

売上原価 12,033

売上総利益 5,610

販売費及び一般管理費 4,088

営業利益 1,521

営業外収益  

受取利息 13

受取配当金 48

その他 19

営業外収益合計 81

経常利益 1,602

特別損失  

固定資産除却損 1

特別損失合計 1

税金等調整前四半期純利益 1,601

法人税、住民税及び事業税 7

法人税等調整額 505

法人税等合計 512

四半期純利益 1,089

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,089
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

 （単位：百万円）

 
当第３四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

四半期純利益 1,089

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 436

退職給付に係る調整額 3

その他の包括利益合計 439

四半期包括利益 1,528

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 1,528
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

第１四半期連結会計期間より、非連結子会社でありましたジュピターアドバンスシステムズ株式会社の重要性

が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（追加情報）

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

当社グループは、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しております。四半期連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項は以下のとおりであります。

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　１社

連結子会社の名称　　ジュピターアドバンスシステムズ株式会社

(2）非連結子会社の数　　１社

非連結子会社の名称　ＮＤテック株式会社

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、四半期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも四半期連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の

範囲に含めておりません。

 

２．持分法の適用に関する事項

持分法を適用しない非連結子会社の名称　ＮＤテック株式会社

（持分法を適用しない理由）

持分法を適用しない非連結子会社は、四半期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対象から除いても四半期連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の四半期決算日は、四半期連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

商品及び材料貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
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リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

均等償却によっております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　完成工事補償引当金

完成工事に係る瑕疵担保、アフターサービス等の費用の支出に備えるため、過去の補修費支出の実績

割合等に基づき必要と見積られる額を計上しております。

③　工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるため、期末手持ち受注工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ金額を

合理的に見積ることのできる工事について損失見積額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）によっております。

ロ　その他の工事

工事完成基準によっております。

 

(6）のれんの償却方法及び償却期間

５年間で均等償却を行っております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8）その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

 

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前事業年度の有価証券報告書の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に関する仮定につい

て重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次の

とおりであります。
 

 
当第３四半期連結会計期間

（2020年12月31日）

受取手形 9百万円

電子記録債権 119

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日 至2020年12月31日）

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中して

いるため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期

間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

減価償却費 149百万円

のれんの償却額 17

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 872 109 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

2020年11月２日

取締役会
普通株式 80 10 2020年９月30日 2020年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第３四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）2

 
空調計装
関連事業

産業システム
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 14,734 2,909 17,644 － 17,644

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 14,734 2,909 17,644 － 17,644

セグメント利益 2,728 365 3,093 △1,572 1,521

（注）１．セグメント利益の調整額△1,572百万円は、全社費用であります。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「産業システム関連事業」において、第１四半期連結会計期間に実施した事業譲受について、取得原価

の配分が完了していなかったため、のれんの金額は暫定的に算出された金額でありましたが、当第３四半

期連結会計期間に取得原価の配分が完了し、暫定的な会計処理が確定したため、のれんの金額を118百万

円に修正しております。

 

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より「産業計装関連事業」から「産業システム関連事業」にセグメント名称を

変更しております。当該変更はセグメント名称の変更のみであり、セグメント情報に与える影響はありま

せん。
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（企業結合等関係）

企業結合に係る暫定的な会計処理の確定

2020年４月１日に行われた当社の連結子会社であるジュピターアドバンスシステムズ株式会社によるジュピ

ター電算機システム株式会社からの事業譲受について、第１四半期連結会計期間において暫定的な会計処理を

行っておりましたが、当第３四半期連結会計期間において確定しております。

この暫定的な会計処理の確定に伴い、無形固定資産である顧客関連資産に89百万円が配分された結果、のれ

んの金額は暫定的に算出した金額177百万円から58百万円減少し、118百万円となりました。

なお、のれんの償却期間は５年で、のれん以外の無形固定資産に配分された顧客関連資産の償却期間は10年

であります。

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

１株当たり四半期純利益 136円07銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,089

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益(百万円)
1,089

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,004

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　2020年11月２日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………80百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2020年11月30日

(注）2020年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行っておりま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年２月10日

日本電技株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柳井　浩一　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺岡　久仁子　　印

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株
式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2020年10月１日から
2020年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四
半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社及び連結子会社の2020年12月31日現在の財
政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全
ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを
行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎
となる証拠を入手したと判断している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連
結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ
いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四
半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ
ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め
られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ
ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期
連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の
作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期
連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。
監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査人の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発
見事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード
を講じている場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。
 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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